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オーネックスグループ経営理念
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当社グループの全従業員が共有し、進むべき

ベクトルを合わせるため、経営理念（社是）を

定め、株主をはじめとするすべてのステークホ

ルダーから評価される経営を行い、持続的に企

業価値の向上を図ることを目指します。

代表取締役社長

鶴田 猛士
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証券コード 5987
2024年９月12日

（電子提供措置の開始日2024年9月5日）
株 主 各 位

東京都町田市森野1-7-23

代表取締役社長 鶴 田 猛 士
第73期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第73期定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト （http://www.onex.co.jp/ir/docs/meeting.php）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」

を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使することができますので、お
手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年９月２６日（木曜日）午後５
時までに議決権をご行使いただきたくお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2024年９月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都町田市原町田四丁目１番14号

町田市文化交流センター ６階ホール
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第73期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第73期（2023年７月１日から2024年６月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 監査役2名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
■ 事前に議決権を行使いただく場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただきご
送付ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がな
い場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていた
だきます。

2024年９月26日（木曜日）午後５時必着行使期限

書面による議決権行使

次頁のインターネットによる議決権行使のご案内をご高覧の上、
画面の案内に従って、賛否を入力してください。

スマートフォンでの議決権行使は、「スマート行使」をご利用ください。

2024年９月26日（木曜日）午後５時まで行使期限

インターネットによる議決権行使

■ 株主総会にご出席される場合
当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただく
とともに同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。

2024年９月27日（金曜日）午前10時開催日時

※�書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取扱
わせていただきます。
※�インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
※�インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場合があります。
※�議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主様のご負担となります。

ご注意事項
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

インターネットによる
議決権行使のご案内

「次へすすむ」をクリック

1. 議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力く
ださい。

3. パスワードの入力

入 力

実際にご使用になる新しいパスワードを入力
クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コー
ド」を入力し、「ログイン」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

（受付時間9：00～21：00）

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート�専用ダイヤル

ふ0120-652-031

議決権行使ウェブサイトのご利用に関するお問い合わせ

アクセス手順について

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」について

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

https://www.web54.net
議決権行使ウェブサイト

2024年９月26日（木曜日）
午後５時まで

議決権
行使期限

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取りい
ただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」
が入力不要でアクセスできます。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用
議決権行使ウェブサイトログインQRコード」をス
マートフォンかタブレット端末で読み取ります。

見 本

見 本
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
第73期の期末配当につきましては、企業体質強化、今後の事業展開等を勘案し、以下の

とおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類

金銭
② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円 配当総額33,114,760円
③ 剰余金の配当が効力を生じる日

2024年９月30日
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第２号議案 監査役２名選任の件
監査役の横山剛、吉田雄彦の両氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては監査役２名の選任をお願いするものであります。
また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

１ 横
よこ

山
やま

剛
つよし

（1952年１月30日生）

1975 年４月 当社入社

2,005株

2003 年１月 当社東松山工場長
2006 年９月 当社取締役事業本部副本部長兼技術担当
2008 年７月 当社取締役技術担当兼技術研究所長
2010 年10月 当社取締役事業本部長
2011 年９月 当社常務取締役事業本部長
2013 年９月 当社取締役事業本部副本部長
2014 年５月 株式会社オーネックステックセンター監査役

（現任）
2016 年９月 当社監査役（現任）

２ 吉
よし

田
だ

雄
かつ

彦
ひこ

（1948年１月２日生）

1970 年４月 三菱重工業株式会社入社

-株

1999 年１月 三菱キャタピラーフォークリフトヨーロッパ
社長（在オランダ）

2003 年６月 三菱重工業株式会社取締役
2006 年４月 同社代表取締役常務執行役員
2009 年６月 同社特別顧問
2012 年９月 当社社外監査役（現任）

（注）1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 吉田雄彦氏は社外監査役候補者であります。
3. 社外監査役候補者とした理由及び職務を適切に遂行することができると判断した理由

吉田雄彦氏は企業経営に関する十分な見識を有しておられることから社外監査役としての職務を適切
に遂行していただけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。

4. 吉田雄彦氏と当社との間で会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を現に締結しており、選
任後も当該契約を同氏と継続する予定であります。その内容の概要は次のとおりであります。
当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。
当契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

5. 吉田雄彦氏は当社の社外監査役であり、その就任期間は本総会終結の時をもって12年間になります。
また、独立役員を継続し選任後は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ます。
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6. 当社は、監査役全員を被保険者とする、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約
を保険会社と締結しており、被保険者が負担することとなる職務の執行に関する責任及び当該責任の
追及に係る請求による損害を当該保険契約により補填することとしております。なお、各候補者が原
案通り選任された場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約について同内容
で更新を予定しております。なお、保険料は全額当社で負担しております。

以 上

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



― 8 ―

事 業 報 告
(20232024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで)

１．企業集団の現況
（1）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境を改善する方針が出され景気の

緩やかな回復が期待されたものの、為替は円安基調で推移し輸入価格や物価の上昇が続く
なか、ロシアのウクライナ侵攻、イスラエルとパレスチナの紛争は長期化しており、原材
料及びエネルギー価格の高騰が続き、米中貿易摩擦による中国経済の低迷も相まって景気
の先行きは依然として不透明な状況であります。
このような経済状況の下で当社グループは、東松山工場及び厚木工場の一体化運営を継

続し、山口工場は第二工場を2025年6月期中に閉鎖することを決議し、第一工場での生
産集約を加速させ生産性の向上等に努めました。また、子会社のオーネックステックセン
ターは、営業部門と工場部門が一体となって営業基盤の拡大に取り組んでまいりました。
主力取引業界である自動車関連、建設機械関連、産業工作機械関連は、全体的な受注が

低調に推移し売上高は前期と比較して減少しました。経費面では、エネルギー価格、原材
料価格などが高騰したため、コスト削減に努めるも前期と比較して減益となりました。
この結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,967百万円(前期比7.4％減)、営業利益

55百万円(前期比25.2％減)、経常利益は41百万円(前期比78.4％減)となりました。また、
前社長の死亡保険金受取による特別利益があったものの、減損損失、繰延税金資産の取崩
しに係る法人税等調整額などを計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純損失
は、377百万円(前期比270.5％減)となりました。

事業別（連結）の売上高及び概況は、次のとおりであります。 （単位：千円）

事業
2023年６月期 2024年６月期

（当連結会計年度） 対前期比

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

金属熱処理加工事業 4,771,282 88.93％ 4,430,857 89.20％ △340,425 △7.13％

運送事業 593,723 11.07％ 536,642 10.80％ △57,081 △9.61％

合計 5,365,006 100.00％ 4,967,499 100.00％ △397,506 △7.41％

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



― 9 ―

【金属熱処理加工事業（株式会社オーネックス、株式会社オーネックステックセンター）】
金属熱処理業界につきましては、主力取引業界である自動車関連、産業工作機械関連、

建設機械関連の全体的な受注は低調に推移したため、売上高は前連結会計年度末と比較し
て減収となり、セグメント利益も減益となりました。また、株式会社オーネックステック
センターの売上高も前連結会計年度末と比較して減収となり、営業利益、経常利益ともに
減益となりました。

売上高4,430百万円(前期比7.1％減)、セグメント利益20百万円(前期比29.6％減)とな
りました。

【運送事業(株式会社オーネックスライン)】
運送事業につきましては、2024年問題に対応すべくオーネックステックセンター工場

内への休憩所設置や雇用条件の改定などを行いましたが、受注が伸びず売上高は減収とな
り、営業利益、経常利益ともに減益となりました。

売上高536百万円(前期比9.6％減)、セグメント利益14百万円(前期比44.8％減)となり
ました。
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② 設備投資の状況
当社グループの当連結会計年度の設備投資総額は285百万円で、その主なものは厚木工

場の真空炉39百万円、山口工場のショットブラスト21百万円、株式会社オーネックスラ
インのトラック22百万円などです。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当連結会計年度において、株式会社昌平は清算結了したため、持分法適用の範囲から除

外しております。
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（2）財産及び損益の状況
区 分 2021年６月期 2022年６月期 2023年６月期 2024年６月期

（当連結会計年度）
売上高 （千円） 5,066,482 5,302,953 5,365,006 4,967,499
経常利益又は
経常損失（△） （千円） △73,168 125,908 194,411 41,953
親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

（千円） △201,590 161,802 221,435 △377,470

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） （円） △121.73 97.71 133.72 △227.97

総資産 （千円） 10,183,050 9,785,765 9,935,537 8,886,714

純資産 （千円） 5,337,009 5,435,652 5,653,592 5,276,190

１株当たり純資産額 （円） 3,222.85 3,282.42 3,414.14 3,186.61

（注）1. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は自己株式控除後の期中平均発行済株式数に
より、１株当たり純資産額は自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。

2. 2024年６月期（当連結会計年度）の状況につきましては、「１．企業集団の現況（1）当連結会計年
度の事業の状況 ①事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。

3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2022年６月期の期首
から適用しており、2022年６月期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数
値となっております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況（2024年６月30日現在）
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
株式会社オーネックス
ラ イ ン 50,000千円 100.0％ 一般区域貨物自動車運送事業

株式会社オーネックス
テ ッ ク セ ン タ ー 95,000千円 100.0％ 金属熱処理加工事業
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（4）対処すべき課題
今後の経済の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善が実行され緩やかに回復して

いくことが期待されます。しかしながら、長期化するロシアのウクライナ侵攻、イスラエル
とパレスチナの紛争など地政学リスクの高まりや世界的なインフレの進行、金融不安などに
よって停滞感が強まることが考えられます。またエネルギー価格や原材料価格の高騰、円安
による輸入物価の上昇、2024年問題による輸送費の上昇など、先行きは不透明な状況が続
くものと予想されます。加えて国内の人口は減少の一途であり、今後、生産年齢人口も同様
に減少し人手不足が懸念されます。

当社グループは、先行き不透明な状況ですが、最も懸念される人手不足に対しまして、現
在取り組んでいます多能工化を一層進めて人材を強化してまいります。また仕事の定量化及
び見える化を図り、各自の業務への貢献度を明確にして組織の活性化を促進していきます。
さらに作業工程において機械化、自動化を進めていくことも視野に入れ収益力の向上に取り
組んでまいります。拠点ごとの課題としまして、品質管理の更なる向上、加工種別の収益性
の把握、金属熱処理炉の効率的な稼働、営業基盤の更なる拡大など、各拠点、各地域別の特
性に応じた課題解決に取り組んでまいります。そして、拠点全般としましては、カーボンニ
ュートラルへの取り組みとしまして、近畿・東海エリアをカバーする株式会社オーネックス
テックセンター(亀山市)及び山口工場に自家消費型太陽光発電システムを設置しております
が、厚木工場につきましても屋根の耐荷重調査を終了し設置に向けて諸調整を開始していま
す。さらに、CO2の発生を軽減できる処理炉への変更なども検討してまいります。

さまざまな情勢の変化に迅速に対応できるように、先行した改革・改善を着実に進めてま
いります。そして、グループの総力を結集し、業績の向上に努める所存でございますので、
株主の皆様におかれましても、より一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い申し
上げます。

（5）主要な事業内容（2024年６月30日現在）
当社グループは、金属熱処理加工事業、運送事業を行い、主な事業内容は次のとおりであ

ります。
【金属熱処理加工事業】 浸炭熱処理

窒化熱処理
焼入・焼戻し・焼鈍し
高周波熱処理
真空熱処理

【運送事業】 一般貨物運送
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（6）主要な営業所及び工場（2024年６月30日現在）
会 社 名 所 在 地

株 式 会 社 オ ー ネ ッ ク ス
本社（東京都町田市）、厚木工場（神奈川県厚木市）
東松山工場（埼玉県東松山市）、山口工場（山口県山陽小野田市）
三重営業所（三重県亀山市）

株式会社オーネックスライン 本社及び厚木営業所（神奈川県厚木市）
埼玉営業所（埼玉県比企郡滑川町）、三重営業所（三重県亀山市）

株式会社オーネックステックセンター 本社（東京都町田市）、三重工場（三重県亀山市）

（7）使用人の状況（2024年６月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

セグメント名 使用人数 前連結会計年度末比増減

金属熱処理加工事業 212（73）名 10名減（9名減）

運送事業 35（ 5）名 6名減（2名増）

合計 247（78）名 16名減（7名減）

（注） 使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ
の出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣社員
を含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

185（63）名 7名減（10名減） 43.3歳 16.4年

（注） 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時
雇用者数（嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を
（ ）外数で記載しております。
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（8）主要な借入先の状況（2024年６月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 982,299千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 553,260

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 507,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 205,664

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



― 15 ―

２．会社の現況
（1）株式の状況（2024年６月30日現在）

① 発行可能株式総数 5,868,600株
② 発行済株式の総数 1,660,000株
③ 株主数 677名（前期末比 282名減）
④ 大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 190千株 11.52％

ア イ ザ ワ 証 券 株 式 会 社 112 6.76

大 屋 和 雄 111 6.70

有 限 会 社 大 屋 興 産 105 6.38

大 屋 廣 茂 83 5.02

株 式 会 社 横 浜 銀 行 79 4.82

三 井 住 友 銀 行 58 3.53

株式会社商工組合中央金庫 56 3.44

大 屋 翼 53 3.20

Ｔ Ｈ Ｋ 株 式 会 社 53 3.20

（注） 持株比率は自己株式（4,262株）を控除して計算しております。

（2）新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年６月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 鶴 田 猛 士
最高執行役員
株式会社オーネックスライン 代表取締役社長
株式会社オーネックステックセンター 代表取締役社長

専 務 取 締 役 武 藤 孝 司
事業本部長兼営業部長
株式会社オーネックスライン 取締役
株式会社オーネックステックセンター 専務取締役

常 務 取 締 役 高 階 毅 司 事業本部副本部長兼厚木工場・東松山工場長兼設備管理部長

常 務 取 締 役 田 島 圭 子 管理本部長兼総務人事部長兼経理部長
株式会社オーネックスライン 監査役

取 締 役 遠 藤 將 敏

取 締 役 村 野 幸 哉

常 勤 監 査 役 横 山 剛 株式会社オーネックステックセンター 監査役

監 査 役 吉 田 雄 彦

監 査 役 鍛 冶 良 明

（注）1. 取締役遠藤將敏、村野幸哉の両氏は社外取締役であります。
2. 監査役吉田雄彦、鍛冶良明の両氏は社外監査役であります。
3. 当社は取締役遠藤將敏、村野幸哉の両氏及び監査役吉田雄彦、鍛冶良明の両氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役の遠藤將敏、村野幸哉の両氏及び社外監査役の吉田雄彦、鍛冶良明の

両氏は、それぞれ会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令が定める額としております。

③ 事業年度中に退任した取締役及び監査役
該当事項はありません。
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④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者が業務に起

因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事
由（贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等）に該当するも
のを除く。）等を填補することとしております。当該保険契約の被保険者は、当社及び子
会社の取締役及び監査役並びに当社が採用する執行役員制度上の執行役員であります。
なお、保険料は全額を当社が負担しております。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額
イ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針に関する事項

取締役の報酬は、当社の企業理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、持続
的な企業価値及び株主価値の向上に向けて期待される役割を十分に果たすことへの意欲
を引き出すに相応しいものとしております。具体的には業務執行を担う取締役の報酬
は、基本報酬、業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役の報酬は基本報
酬のみとします。なお、決定方針につきましては、代表取締役社長及び担当取締役作成
による原案に基づき、取締役会における決議を経て決定しております。

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は1993年９月24日開催の第42回定時株主総会において、年額

204,000千円以内（ただし使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該定
時株主総会終結時点の取締役の員数は７名です。また、監査役の報酬限度額は1993年
9月24日開催の第42回定時株主総会において年額18,000千円以内と決議されておりま
す。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は２名です。

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役の報酬額は、取締役会の委任決議に基づき代表取締役社長鶴田猛士が個人別の

報酬額の具体的内容を決定しております。その権限の内容は、担当取締役が作成した原
案の決裁であり、これらの権限を委任した理由は、各取締役の職責等を総合的に勘案す
るには代表取締役社長が最も適しているからであります。取締役会はその内容が決定方
針に沿うものであると判断しております。

ニ．当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

6名
（2名）

72,808千円
（6,600千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3名
（2名）

15,288千円
（5,280千円）

合 計 9名 88,096千円

（注）1. 取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



― 18 ―

2. 2023年6月10日をもって退任した、取締役1名の報酬6,250千円を当事業年度に支払っております。
3. 当事業年度の取締役に対する業績連動報酬の支給はありません。

ホ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
2023年6月10日をもって退任した取締役1名への退職慰労金は以下の通りとなります。
・退職慰労金72,685千円

⑥ 社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係及び当社と当該他の会社との関係

該当事項はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（20回開催） 監査役会（5回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 遠 藤 將 敏 20回 100％ ― ―

取 締 役 村 野 幸 哉 19回 95％ ― ―

監 査 役 吉 田 雄 彦 20回 100％ 5回 100％

監 査 役 鍛 冶 良 明 20回 100％ 5回 100％

（注） 取締役会及び監査役会における発言状況
取締役の遠藤將敏氏及び村野幸哉氏は、取締役会の議案審議等について、豊富な経験と高度かつ専

門的な知見に基づき、当社の経営上有用な発言等を行っております。特に工場経営に関して、取締役
会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
監査役の吉田雄彦氏は、必要に応じて他社の経営者であった経験・知識に基づき、また、鍛冶良明

氏は、弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。
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（4）会計監査人の状況
① 名称 三優監査法人
② 報酬等の額及び当該報酬等について監査役会が同意をした理由

当社 子会社

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
イ．公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額
ロ．公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額

36,000千円
−千円

−千円
−千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 36,000千円 −千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の報酬等についての同意にあたり、以下の点から検討を行い、妥当性がある
と判断しました。
・監査計画と実績の比較検討
・監査実績及び意見の内容
・新年度監査計画における、監査工数及び配員計画と経験年数の検討
・新年度監査報酬額の業界及び同等企業との比較検討

３．上記のほか、当社、子会社の会計監査人と同一のネットワークに属する組織に対する報酬等の額につ
いては、当社及び子会社において該当事項はありません。なお、子会社に非連結子会社はありませ
ん。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当該決
定に基づき、当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められ、かつ、改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会
計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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（5）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び当該体制の運用状況の概要は次の
とおりであります。
1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．コンプライアンス体制の基礎として、オーネックスグループ企業行動憲章を制定し法
令遵守を周知徹底しています。

ロ．コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備及び問
題点の把握に努めています。

ハ．取締役は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合
には、直ちに監査役及びコンプライアンス・リスク管理責任者に報告するほか、遅滞な
く取締役会において報告することとしています。

ニ．監査役は当社の法令遵守体制の運用に問題があることを認める時は、意見を述べると
共に、改善策の策定を求めることができるものとしています。

ホ．執行部門から独立した部署が内部監査を実施しています。
2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程に基づき保存・管理すること
とし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持することとしています。

3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、当社の業務執行に係るリスクについてリスク管理規程を定め、リスク管理規程

に基づき管理体制を整備することとしています。
4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取
締役会を月１回定時に開催しているほか、必要に応じて適宜臨時に開催することとして
おり、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に社長、専務取締
役等によって構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て執行決定を行う
こととしています。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程に従うことと
しています。
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5） 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業すべてに適用する行
動指針として、オーネックスグループ企業行動憲章を定め、これを基礎として、グルー
プ各社で諸規程を整備しています。

ロ．経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度による子会
社経営の管理を行うとともに、必要に応じてモニタリングを行っています。取締役会
は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発
見した場合には、監査役に報告することとしています。

ハ．子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライア
ンス上問題があると認めた場合には、コンプライアンス・リスク管理責任者に報告する
こととしています。コンプライアンス・リスク管理責任者は直ちに監査役に報告を行う
と共に、意見を述べることができるものとしています。監査役は意見を述べると共に、
改善策の策定を求めることができるものとしています。

6） 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項
監査役が補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は必要に応じて補助業務

をする者を配置することとしています。
7） 上記使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項
イ．監査役の職務の補助を担当する使用人に関する人事考課及び人事異動については、監
査役の同意を得ることとしています。

ロ．前項の使用人は、監査役から指示を受けた業務を執行しています。
8） 当社取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人等が監査役に報告する

ための体制、その他の監査役への報告に関する体制
イ．当社グループの取締役及び使用人は、コンプライアンス及びリスクに関する事項等、
当社グループに重大な損失を及ぼす恐れのある事項等を適時、適切な方法により監査役
へ報告するものとしています。

ロ．監査役は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用
人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができます。

ハ．当社グループの取締役及び使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ的確な
対応を行うこととしています。
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9） 前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
監査役に対して前項の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利な取扱い

を受けないものとしています。
10） 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたときは、当該監査
役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理することとしていま
す。

11） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役は稟議書その他業務に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、使用
人にその説明を求めることができます。

ロ．代表取締役は、取締役及び使用人の監査役監査の重要性に対する認識及び理解を深
め、監査役監査が実効的に行われるよう環境整備に努めています。

12） 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
2023年７月１日から2024年６月30日の期間において、取締役会を20回、経営会議を

12回、関係会社報告会を２回開催いたしました。

（6）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけておりま

す。企業体質の強化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案し、安定的に配当を行
うことを基本方針としております。
当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり20円の配当とする予定であり、株

主総会の決議事項といたします。

（7）会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ

いては、現在特に定めておりません。

本事業報告中の記載数字は、金額及び株数については表示単位未満を切り捨て、比率その他につ
いては、表示単位未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
電 子 記 録 債 権
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

4,536,735
2,717,562
931,656
619,114
17,872
42,570

108,043
100,460

△545
4,349,979
4,014,226
947,800
719,680

2,150,049
45,565

157
150,972
14,574
321,178
276,603
10,871
33,758

△55

流 動 負 債 1,750,575
支払手形及び買掛金 104,649
電 子 記 録 債 務 166,531
短 期 借 入 金 100,000
１年内返済予定の長期借入金 791,091
リ ー ス 債 務 25,338
未 払 金 147,096
未 払 費 用 276,765
未 払 法 人 税 等 619
賞 与 引 当 金 13,710
そ の 他 124,772

固 定 負 債 1,859,948
長 期 借 入 金 1,417,651
リ ー ス 債 務 39,350
退 職給付に係る負債 385,620
繰 延 税 金 負 債 10,369
そ の 他 6,956

負 債 合 計 3,610,524
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,194,480
資 本 金 878,363
資 本 剰 余 金 713,431
利 益 剰 余 金 3,609,119
自 己 株 式 △6,433

その他の包括利益累計額 81,709
その他有価証券評価差額金 81,709

純 資 産 合 計 5,276,190
資 産 合 計 8,886,714 負 債 純 資 産 合 計 8,886,714
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連 結 損 益 計 算 書
(20232024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,967,499
売 上 原 価 3,936,893
売 上 総 利 益 1,030,605
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 974,630
営 業 利 益 55,975
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,881
受 取 配 当 金 8,187
受 取 賃 貸 料 15,467
ス ク ラ ッ プ 収 入 10,438
そ の 他 11,483 47,458

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,822
支 払 手 数 料 4,855
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 32,697
減 価 償 却 費 2,500
貸 倒 損 失 2,603 61,479

経 常 利 益 41,953
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,731
受 取 保 険 金 392,318 399,049

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 4,781
固 定 資 産 除 却 損 2,502
減 損 損 失 456,888 464,173

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △23,169
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,804
法 人 税 等 調 整 額 338,495
当 期 純 損 失 △377,470
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △377,470
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連結株主資本等変動計算書
(20232024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2023年７月１日 残高 878,363 713,431 4,019,708 △6,119 5,605,382

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - - △33,118 - △33,118
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 - - △377,470 - △377,470

自 己 株 式 の 取 得 - - - △313 △313

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） - - - - -

連結会計年度中の変動額合計 - - △410,589 △313 △410,902

2024年６月30日 残高 878,363 713,431 3,609,119 △6,433 5,194,480

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

2023年７月１日 残高 48,210 48,210 5,653,592

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - - △33,118
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 - - △377,470

自 己 株 式 の 取 得 - - △313

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 33,499 33,499 33,499

連結会計年度中の変動額合計 33,499 33,499 △377,402

2024年６月30日 残高 81,709 81,709 5,276,190
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貸 借 対 照 表
（2024年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,780,577 流 動 負 債 1,637,952
現 金 及 び 預 金 2,254,881 支 払 手 形 3,750
受 取 手 形 263,425 電 子 記 録 債 務 166,531
電 子 記 録 債 権 530,471 買 掛 金 67,016
売 掛 金 505,278 短 期 借 入 金 100,000
製 品 12,140 1年内返済予定の長期借入金 777,631
仕 掛 品 35,937 リ ー ス 債 務 14,598
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 81,942 未 払 金 154,273
前 払 費 用 2,706 未 払 費 用 224,046
未 収 入 金 52,360 未 払 消 費 税 等 25,920
未 収 還 付 法 人 税 等 26,360 預 り 金 37,971
そ の 他 15,617 賞 与 引 当 金 11,078
貸 倒 引 当 金 △545 設備関係電子記録債務 38,610

固 定 資 産 5,134,465 そ の 他 16,522
有 形 固 定 資 産 2,533,021 固 定 負 債 1,801,993
建 物 583,977 長 期 借 入 金 1,415,083
構 築 物 13,350 リ ー ス 債 務 27,214
機 械 及 び 装 置 265,425 退 職 給 付 引 当 金 348,191
車 両 運 搬 具 246 長 期 未 払 金 1,134
工 具、 器 具 及 び 備 品 81,827 繰 延 税 金 負 債 10,369
土 地 1,561,508 負 債 合 計 3,439,946
リ ー ス 資 産 26,527
建 設 仮 勘 定 157 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 13,786 株 主 資 本 5,393,387
ソ フ ト ウ ェ ア 8,599 資 本 金 878,363
ソフトウエア仮勘定 1,400 資 本 剰 余 金 713,431
電 話 加 入 権 3,787 資 本 準 備 金 713,431

投 資 そ の 他 の 資 産 2,587,658 利 益 剰 余 金 3,808,026
投 資 有 価 証 券 276,603 利 益 準 備 金 48,306
関 係 会 社 株 式 240,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,759,719
関 係会社長期貸付金 2,055,000 別 途 積 立 金 1,500,000
差 入 保 証 金 12,569 繰 越 利 益 剰 余 金 2,259,719
保 険 積 立 金 666 自 己 株 式 △6,433
破 産 更 生 債 権 等 55 評 価 ・ 換 算 差 額 等 81,709
そ の 他 2,819 その他有価証券評価差額金 81,709
貸 倒 引 当 金 △55 純 資 産 合 計 5,475,097

資 産 合 計 8,915,043 負 債 純 資 産 合 計 8,915,043
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損 益 計 算 書
(20232024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,800,921
売 上 原 価 2,936,898
売 上 総 利 益 864,022
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 847,026
営 業 利 益 16,996
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 46,368
業 務 受 託 料 7,500
経 営 指 導 料 9,960
受 取 賃 貸 料 12,235
ス ク ラ ッ プ 収 入 5,774
そ の 他 4,137 85,975

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,562
支 払 手 数 料 4,855
減 価 償 却 費 2,500
貸 倒 損 失 35,301 61,220

経 常 利 益 41,751
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 45
受 取 保 険 金 392,318 392,363

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 4,781
固 定 資 産 除 却 損 2,833
減 損 損 失 456,888
そ の 他 0 463,503

税 引 前 当 期 純 損 失 △30,388
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,713
法 人 税 等 調 整 額 333,104
当 期 純 損 失 △373,206
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株主資本等変動計算書
(20232024

年
年

７
６

月
月

１
30

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

2023年７月１日 残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,666,045 4,214,351

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - - - - △33,118 △33,118

当 期 純 損 失 - - - - △373,206 △373,206

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - -
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） - - - - - -

事業年度中の変動額合計 - - - - △406,325 △406,325

2024年６月30日 残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,259,719 3,808,026
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株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

2023年７月１日 残高 △6,119 5,800,026 48,210 5,848,236

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - △33,118 - △33,118

当 期 純 損 失 - △373,206 △373,206

自 己 株 式 の 取 得 △313 △313 △313
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） - - 33,499 33,499

事業年度中の変動額合計 △313 △406,638 33,499 △373,138

2024年６月30日 残高 △6,433 5,393,387 81,709 5,475,097
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年８月29日
株式会社オーネックス
取締役会 御中

三優監査法人
東京事務所

指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩田 亘人
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 河合 秀敏

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーネックスの2023年７月１日から2024年６月30日までの連結会計年

度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オーネックス

及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意

見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類

又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項
の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連
結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、
関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2024年８月29日
株式会社オーネックス
取締役会 御中

三優監査法人
東京事務所

指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岩田 亘人
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 河合 秀敏

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーネックスの2023年７月１日から2024年６月30日までの第

73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期

間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社か
ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見

を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は

当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項
の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書
類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう
かを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む

監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立

性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にま
で軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年７月１日から2024年６月30日までの第73期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び

監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（令和３年11
月16日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人である三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人である三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年８月29日
株式会社オーネックス 監査役会

常勤監査役 横山 剛 ㊞
社外監査役 吉田 雄彦 ㊞
社外監査役 鍛冶 良明 ㊞

（注） 監査役吉田雄彦及び鍛冶良明は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

以 上
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ペデストリアンデッキ（歩道橋）
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通り
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田大
通り

境川境川

町田市文化交流センター
（プラザ町田）

株主総会会場ご案内図

お願い：ご来場に際しましては、公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。

東京都町田市原町田四丁目１番14号
TEL 042－710－6611

町田市文化交流センター６階ホール会 場

ＪＲ横浜線「町田駅」
町田ターミナル口から
徒歩約３分

小田急小田原線「町田駅」
西口から徒歩約５分

交 通
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電子提供措置の開始日2024年９月５日

第73期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2023年７月１日から2024年６月30日まで）
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社は、㈱オーネックスライン、㈱オーネックステックセンターの２社であります。

（2）持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。なお前連結会計年度に関係会社であった㈱昌平については、当連結会計年度にお

いて清算したため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ．棚卸資産
製品・仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法及び定額法を採用しております。
1998年４月１日以降取得の建物（附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及

び構築物並びに一部の連結子会社については定額法によっております。
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。
ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社及び国内連結子会社は、金属熱処理を主たる業務としており、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しており
ます。なお、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、主に在籍者の期末自己都
合要支給額（年金制度に移行している部分に対応する要支給額を含む）に割引率及び昇給率の各係数
を乗じた額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記
金属熱処理加工事業における有形固定資産の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
有形固定資産 4,014,226千円 （うち、金属熱処理加工事業 3,776,660千円）
減損損失 456,888千円 （うち、金属熱処理加工事業 456,888千円）

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、各資産グループについての減損の兆候の判定を行っており、減損の兆候がある場合に

は減損の認識の要否を判定し、その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合
には回収可能価額まで帳簿価額を減額しております。各資産グループの回収可能価額は、使用価値と正味
売却価額のいずれか高い方の金額により測定しています。
使用価値の見積りにおいては、各資産グループの事業計画に基づく将来キャッシュ・フローを使用して

おり、将来キャッシュ・フローにおける重要な仮定は主要な顧客ごとの売上予測及び光熱費（ガス単価及
び電力単価）です。
正味売却価額の見積りにおいては、外部の専門家による不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額を基礎

として算定しております。
使用価値については、金属熱処理加工事業における売上高は産業工作機械関連、自動車部品関連及び建

設機械部品関連が大きな割合を占めており、市場環境に大きな変化が生じる可能性があり、また事業に不
可欠であるガス及び電力の単価の動向にも大きな変化が生じる可能性があります。正味売却価額について
は、不動産鑑定評価に係る前提条件の変化により評価額に大きな変化が生じる可能性があります。そのた
め、重要な仮定の見直しが必要な事象が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与え
る可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物及び構築物 399,616千円
機械装置及び運搬具 49,308千円
土地 1,942,419千円

合 計 2,391,344千円
② 担保に係る債務 2,029,827千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 11,212,908千円
（3）国庫補助金等の受入による圧縮記帳額 1,269千円
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６．連結損益計算書に関する注記
減損損失

連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。

グループ 場所 用途 種類 減損損失（千円）

東松山工場 埼玉県東松山市 事業用資産
建物及び構築物 50,072
機械装置 17,840
その他 12,088

山口第一工場 山口県山陽小野田市 事業用資産

建物及び構築物 188,570
機械装置 86,291
土地 51,691
その他 18,749

山口第二工場 山口県山陽小野田市 遊休資産

建物及び構築物 13,508
機械装置 173
土地 17,883
その他 18

計 456,888
（注1）減損損失の認識に至った経緯

当社グループは、当初の中期経営計画に基づき事業を遂行する過程で、今後の収益見通しを見直
した結果、当該事業用資産につき減損処理を行うこととし、減損損失として特別損失に計上してお
ります。

（注2）グルーピングの方法
当社グループは、事業用資産については、工場別にグルーピングを行い、遊休資産については、

個々の物件単位でグルーピングしております。また、連結子会社は各社を一つの単位としてグルー
ピングしております。

（注3）回収可能価額の見積り方法
回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額の算定にあたっては、外部の

専門家による不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額を基礎として算定しております。

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）



― 41 ―

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,660,000株

（2）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2023 年９月 28 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 33,118 20 2023年

６月30日
2023年
９月29日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2024年９月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 33,114 20 2024年

６月30日
2024年
９月30日

８．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、資金調達については銀行

借入及び社債発行による方針であります。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、
当該リスクに関しては与信管理基準等に沿ってリスク低減を図っております。
投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてお

りますが、四半期ごとに時価の把握を行っております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払金は、１年以内の支払期日であります。
また、借入金の使途は、運転資金及び設備投資資金であり、これら営業債務、借入金等の金銭債務は、

流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額200千円）は、「その他有価証券」には含めて
おりません。
また、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債

務」並びに「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省
略しております。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
投資有価証券
その他有価証券 276,403 276,403 −

資産計 276,403 276,403 −
長期借入金
（１年内返済予定を含む） 2,208,743 2,185,318 △23,425

負債計 2,208,743 2,185,318 △23,425

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時
価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券 276,403 − − 276,403

資産計 276,403 − − 276,403

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年内返済予定を含む） − 2,185,318 − 2,185,318

負債計 − 2,185,318 − 2,185,318

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を
レベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り
引いて算定する方法によっており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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９． 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

事業ごとの売上高及び収益の分解情報
（単位：千円）

金属熱処理
加工事業 運送事業 計

売上高

外部顧客に対する売上高 4,430,857 536,642 4,967,499

顧客との契約から生じる収益 4,430,857 536,642 4,967,499

その他の収益 − − −

計 4,430,857 536,642 4,967,499

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 (4) 会計方針に関する事項 ④ 重要
な収益及び費用の計上基準」に記載しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

該当事項はありません。
② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法
を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価
の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

１０．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,186円61銭
（2）１株当たり当期純損失 227円97銭

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産
製品・仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。
原材料
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。
貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（附属設備を除く）、2016年４月１日以降取得の建
物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金
在籍者の期末自己都合要支給額（年金制度に移行している部分に対応する要支給額を含む）に割引率及

び昇給率の各係数を乗じた額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社は、金属熱処理を主たる業務としており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、国内の販売にお
いては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時
に収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。
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４．会計上の見積りに関する注記
(1)有形固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産 2,533,021千円
減損損失 456,888千円

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「連結注記表４．会計上の見積りに関する注記 金属熱処理加工事業における有形固定資

産の減損」に記載した内容と同一であります。

(2)㈱オーネックステックセンターへの投融資の評価
①当事業年度の計算書類に計上した額

関係会社株式 240,000千円 （うち、㈱オーネックステックセンター 190,000千円）
関係会社長期貸付金 2,055,000千円 （うち、㈱オーネックステックセンター 2,055,000千円）

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
㈱オーネックステックセンターへの投融資の評価においては、同社の将来の事業計画を基礎として株式

の回復可能性及び貸付金の回収可能性を判断しております。なお、事業計画における主要な仮定は、主要
な顧客ごとの売上予測及び光熱費（ガス単価及び電力単価）です。
当該事業計画は、将来の不確実な経済条件の変動などにより影響を受け、実際の業績が計画と異なった

場合、翌事業年度の計算書類において、㈱オーネックステックセンターへの投融資の金額に重要な影響を
与える可能性があります。
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５．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
有形固定資産
建物 398,686千円
機械及び装置 49,308千円
土地 1,400,353千円

合計 1,848,348千円
② 担保に係る債務 2,026,531千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 9,199,608千円
（3）国庫補助金等の受入による圧縮記帳額 1,269千円
（4）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 5,379千円
関係会社に対する短期金銭債務 44,110千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
関係会社への売上高 1,450千円
関係会社からの仕入高 85,451千円
関係会社への支払運送料他 196,934千円
関係会社に対する営業取引以外の取引高 60,167千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 4,262株
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金超過額 3,387千円
退職給付引当金超過額 106,477千円
投資有価証券評価損 11,700千円
減損損失 160,831千円
税務上の繰越欠損金 111,675千円
その他 4,049千円

繰延税金資産小計 398,121千円
評価性引当額 △385,094千円

繰延税金資産合計 13,026千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △23,396千円

繰延税金負債合計 △23,396千円
繰延税金負債の純額 △10,369千円
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９．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地

資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

㈱オーネッ
クスライン

神奈川県
厚木市 50,000 一般貨物

運 送 業
（所有）
直接100％

製品の運送委
託
役員の兼任
システム使用
管理業務受託

運送委託
（注）１ 196,934

未 払 金 17,937賃借料
（注）１ 8,640

システム使用
管理業務受託
（注）２

7,500 − −

経営指導料の
受取
（注）３

9,960 − −

㈱オーネックス
テックセンター

東京都
町田市 95,000 金属熱処

理加工業
（所有）
直接100％

金属熱処理加
工
役員の兼任
資金の貸付

熱処理加工委
託
（注）４

85,451 買 掛 金 8,456

資金の貸付
（注）５ − 長期貸付金 2,055,000

貸付利息
（注）５ 16,504 − −

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち、電子記録債権、売掛金、買掛金
及び未払金には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．運送委託、賃借料については、各市場価格を勘案し、価格交渉の上決定しております。
２．システム使用管理業務の業務量を勘案し、価格交渉の上決定しております。
３．経営業務の業務量を勘案し、価格交渉の上決定しております。
４．熱処理加工委託については、各市場価格を勘案し、価格交渉の上決定しております。
５．貸付金の金利については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。
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（2）役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

10．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記(4)重要な収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

11．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 3,306円74銭
（2）１株当たり当期純損失 225円39銭

12．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

2024年08月28日 09時36分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20240620_01）


